
障害者の地域移行・地域生活支援のための緊急体制整備事業

（１）地域移行のための安心生活支援

（２）地域で暮らす場の整備促進

①～③の事業を２００市町村で実施

① 地域移行推進重点プランの作成
各市町村で障害者が地域で安心して暮らすための地域支援策を盛り込んだプランを作成する
（地域移行支援計画の作成費）

② 地域安心生活支援体制強化事業
各市町村で２４時間緊急対応や緊急一時的な宿泊等の事業を面的に一体的に行う体制を整備する
（24時間の支援体制を確保するための人件費等）

③ 地域移行特別支援事業
②の事業を市町村が実施するにあたり、障害者本人に移動支援やコミュニケーション支援等、地域での活動支援
を特に必要とする場合にはその経費を特別に支援する （既存の各種事業の必要量を確保）

④の事業を４７都道府県で実施

④ 精神障害者アウトリーチ推進事業
・各都道府県で地域での精神保健福祉に経験と実績のある多職種チームを設置し、未治療の者、治療を中断してい
る重症の患者などに対し、アウトリーチ（訪問支援）により保健・医療・福祉サービスを包括的に提供し、丁寧な支援
を実施する（アウトリーチチームの活動費（人件費等）、レスパイト用住宅借り上げ費等）

地域移行する障害者に対応（障害福祉計画の目標８．３万人を達成）

障害者の地域移行支援の核となる、グループホーム・ケアホーム等の地域で暮らす場を整備する
（グループホーム、ケアホーム/昼夜別で選択できる新体系サービス/就労支援等の日中活動系サービス）

特別枠要望
１２６億円

※単価、補助率等については、今後精査
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